
平成28年10月24日

支出負担行為担当官

中部森林管理局長　新島　俊哉

業務名 業務区分 業務概要 入札方式

予定価格（税抜き） 調査基準価格(税抜き) 契約　年　月　日

17,384,000 円 13,546,000 円 平成28年7月14日 　長野県長野市松岡一丁目１６番３４号　　　（株）森林テクニクス長野支店

契約金額（税抜き） 業務着手の時期

14,500,000 円 平成２８年７月

備考

 １ 契約金額の変更を伴う契約の変更を行った場合。

・変更契約年月日       平成28年10月24日

    ・変更の理由 調査箇所、調査数量を変更したため、履行期間延長を行った。

契約相手方の商号又は名称及び住所

業務完了の時期

平成２９年２月

平成28年度　　中部森林管理局公共工事  (測量・建設コンサルタント等業務)契約状況

履行場所

林業専用道等　調査設計業務（南信署・木曽署・南
木曽支署）

長野県 下伊那郡 大鹿村 大河原国有林 2054～2071林班 他 建設コンサルタント 林業専用道の測量・設計
一般競争入札
総合評価落札方式
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るＡ等級、Ｂ等級又はＣ等級の一般競争参加資格の認定を受けていること（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、中部森林管理局長が別に定める手続に基づく一
般競争参加資格の再確認を受けていること。）。

(4) 建設コンサルタント登録規程（昭和52年4月15日付け建設省告示717号）に基づく
森林土木部門の登録を受けていること。

(5) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記(3)の再確認を受けた者を除く。）
でないこと。

(6) 平成13年度以降に元請けとして、以下に示す同種の業務を実施した実績を有する
こと。
なお、当該実績が森林管理局長等（林野庁長官、森林技術総合研修所長、森林管

理局長、森林管理署長、森林管理署支署長、森林管理事務所長、治山センター所長
及び総合治山事業所長をいう。以下同じ。）が発注した業務の実績である場合にあっ
ては、「国有林野事業における建設工事に係る調査等業務成績評定要領」（平成22年3
月18日付け21林国管第106号林野庁長官通知）第４の３に規定する業務成績評定表の
業務成績評定点（以下「業務成績評定点」という。）が60点未満のものを除く。
同種業務：林道工事及び林業専用道工事等における測量・設計業務又は解析業務

(7) 中部森林管理局長等（中部森林管理局管内の森林管理署長、森林管理署支署長、
森林管理事務所長及び総合治山事務所長をいう。以下同じ。)が発注した業務で当該
業務と同種業務のうち、平成26年4月1日から平成28年3月31日までの２年間に完成し
た当該業務に係る業務成績評定点の平均が60点以上であること。

(8) 当該業務に係る技術提案書が適正であること。
なお、技術提案書の提出がない場合又は技術提案書に提案内容がほとんど記載さ

れておらず、提案内容を判断できない場合であって、業務が適切に履行できないと

判断される者には競争参加資格を与えない。

(9) 次に掲げる基準を満たす管理技術者を当該業務に配置できること。
ア 技術士法（昭和58年法律第25号）第32条に規定する技術士又は技術士補の登録

（総合技術監理部門（森林－森林土木）又は森林部門（森林土木）の登録に限る。）

を受けた者並びに(一社)建設コンサルタンツ協会が行うＲＣＣＭの登録（森林土

木の登録に限る。）を受けた者。又は次のいずれかに該当する者。

(ア) 学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（同法第108条の２に規定す

る大学（以下「短期大学」という。）を除く）又は旧大学令（大正７年勅令第3

88号）による大学において、林業又は土木に関する課程を修めて卒業した者で

あって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期間が18年以上ある者。

(イ) 短期大学、学校教育法による高等専門学校又は旧専門学校令（明治36年勅令

第61号）による専門学校において、林業又は土木に関する課程を修めて卒業し

た者であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期間が23年以上ある者。

(ウ) 学校教育法による高等学校若しくは旧中等学校令（昭和18年勅令第36号）に

よる中等学校を卒業した者又はこれと同等以上の資格を有する者のうち林業若

しくは土木の知識及び技術を有している者であって、卒業（上記学校の卒業と

同等以上の資格を取得した場合を含む。）後森林土木部門の職務に従事した期

間が27年以上ある者。

(エ) (一社)日本森林技術協会が行う林業技士の登録（森林土木部門の登録に限
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る。）を受けた者であって、登録後森林土木部門の職務に従事した期間が８年

以上ある者。

イ 平成13年度以降に、上記(6)に掲げる業務において管理技術者、照査技術者及び
担当技術者として従事した経験を有する者であること。
なお、当該実績が森林管理局長等が発注した業務のうち業務成績評定を実施し

ている場合にあっては、業務成績評定点、管理技術者に係る技術成績評価点及び

照査技術者に係る技術者成績評価点のいずれかが60点未満であるものを除く。

ウ 管理技術者は、平成２８年６月１０日現在の手持ち業務量（特定後未契約のも
のを含む。）が契約金額100万円以上の全ての手持ち業務の契約金額が２億円未満
かつ業務件数10件未満である者。

(10) 申請書、資料及び技術提案書（以下「技術提案書等」という。）の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、中部森林管理局長から「工事請負契約指名停止等措置要
領の制定について」（昭和59年6月11日付け59林野経第156号林野庁長官通知）又は「物
品の製造契約、物品の購入契約及び役務等契約指名停止等措置要領について」（平成
26年12月4日付け26林政政第338号林野庁長官通知）に基づく指名停止を受けていな
いこと。

(11) 入札に参加しようとする者の間に資本又は人的な関係がないこと。（入札説明書参
照）

(12) 「農林水産省発注工事等からの暴力団排除の推進について」（平成19年12月7日付
け19経第1314号大臣官房経理課長通知）に基づき、警察当局から、部局長に対し、
暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、農林水
産省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

(13) 中部森林管理局管内に本店、支店又は営業所を有していること。
営業所とは、平成27・28年度一般競争参加資格審査申請書（測量・建設コンサル

タント等）の様式4に記載された営業所で、その所在地及び営業区域が中部森林管理
局管内にあるものをいう。

３ 競争参加資格の確認等
(1) 本競争の参加希望者は、上記２に掲げる競争参加資格を有することを証明するた
め、次に掲げるところに従い、技術提案書等を提出し、支出負担行為担当官から競
争参加資格の有無について確認を受けなければならない。
なお、技術提案書には、次に掲げる事項について記載すること。

ア 基本事項
イ 業務の実施方針等に関する事項

ウ 技術提案に関する事項

(2) 技術提案書等の提出期間、場所及び方法
ア 提出期間： 平成２８年６月１３日から平成２８年６月２４日まで（行政機関

の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第1条に規定する行政

機関の休日（以下「休日」という。）を除く。）の午前９時から午後

５時まで。

イ 場 所： 〒380-8575 長野県長野市大字栗田715番地5

中部森林管理局 経理課(1階) 専門官(契約適正化)

IP電話 050－3160－6533

NTT電話 026－236－2582

メールアドレス：c_keiri@maff.go.jp

ウ 公告・入札説明書に対する質問： 中部森林管理局 森林整備課 路網整備係
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IP電話 050－3160－6575

NTT電話 026－236－2708

エ 方 法： 電子入札システムを用いて提出すること。（入札説明書参照）

郵送又はFAXによる提出は受け付けない。また、承諾を得て紙入札

による場合は上記イの場所に持参すること。

(3) 上記（2）アに規定する期限までに技術提案書等を提出しない者又は競争参加資格

が無いと認めた者は本競争に参加できない。

４ 総合評価落札方式に関する事項

(1) 総合評価の方法等

ア 技術等に対する得点（以下「技術点」という。）は、下記(2)に定める各評価項

目における評価点の合計とし、技術提案等の内容により最大60点を与える。

イ 入札価格に対する得点（以下「価格点」という。）は、入札価格を予定価格で除

して得た数値を1から減じて得た値に入札価格に対する得点配分（６０点）を乗じ

て得た値とする。

価格点＝入札価格に対する得点配分×（１－入札価格／予定価格）

ウ 総合評価は、入札者の申込みに係る技術点及び価格点の合計による「評価値」

をもって行う。

評価値 ＝ 技術点 ＋ 価格点

(2) 技術提案書等の評価基準

ア 以下の項目を評価項目とする。

(ア) 基本事項

a 企業の実績、能力及び信頼性に関する事項

同種業務の実績、同種業務の成績、信頼度（指名停止及び低入札価格調査等）

b 予定管理技術者の経験及び能力に関する事項

保有資格、同種業務の実績、過去に担当した同種業務の成績、技術者の専任制、

技術者の継続教育

(イ) 業務の実施方針等に関する事項

業務の理解度、実施体制、実施手順の妥当性

(ウ) 技術提案に関する事項

総合的なコスト、工事目的物の性能・機能又は調査精度、社会的要請により評

価する。

イ 技術点は、上記アの(ア）については30点、(イ）については12点、（ウ)につい

ては18点とする。

ウ 技術提案に関する事項の履行確実性に関する評価

技術提案に関する事項の履行確実性を評価する場合の評価項目は次のとおりとす

る。

(ア) 業務内容に対応した経費が計上されているか。

(イ) 配置予定技術者に適正な報酬が支払われることになっているか。

(ウ) 品質管理体制が確保されているか。

(エ) 再委託先への支払等の内容は適正か。

エ 技術提案に関する事項の履行確実性を評価する場合の技術点の算定

技術提案に関する事項の履行確実性を評価する場合の技術点は、上記ア(ウ)の

技術提案に関する事項の評価点に、上記ウ(ア)から(エ)までの評価項目について

総合的に審査の上、与えられる評価に応じた履行確実性度(1.0/0.75/0.5/0.25/0)

を乗じて得た値と、上記ア(ア)、(イ)の評価点を加算して算出する。
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(3) 落札者の決定方法

ア 入札参加者は、価格及び技術提案書等をもって入札し、次の各要件に該当する

者のうち、上記(1)総合評価の方法等によって得られた「評価値」の最も高い者を

落札者とする。ただし、予定価格が1,000万円を超える業務について、落札者とな

るべき者の入札価格によると当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれ

があると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序

を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、次の

要件をすべて満たして入札をした他の者のうち、評価値が最も高い者を落札者と

することがある。

(ア) 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。

(イ) 技術提案の審査の結果、必須の評価項目がいずれも無得点でないこと。

イ 上記アにおいて、「評価値」の最も高い者が２者以上ある場合は、くじで落札者

を決定する。

５ 入札手続等

(1) 担当部局（受付窓口）

〒380-8575 長野県長野市大字栗田715番地5

中部森林管理局 経理課（１階）専門官（契約適正化）

IP電話 050－3160－6533

NTT電話 026－236－2582

(2) 入札説明書等の交付期間、場所及び方法

電子入札システムにより入札を予定している者は、電子入札システムの登録文書

一覧から入札説明書等をダウンロードし必要な情報を入手すること。

なお、やむを得ない事情等により紙入札方式により入札を予定している者等には

下記ア～ウにより交付をする。

ア 交付期間： 平成２８年６月１０日から平成２８年６月２４日まで（休日を除

く。）の午前９時から午後５時まで。

イ 交付場所： 〒380-8575 長野県長野市大字栗田715番地5

中部森林管理局 森林整備課（３階）路網整備係

IP電話 050－3160－6575

NTT電話 026－236－2708

ウ 方 法： 上記イの場所において配布する。

なお、電子データを記録できる記録媒体（ＣＤ－Ｒ未使用で密封

されたもの）を持参すること。

(3) 入札及び開札の日時、場所並びに入札方法

入札書は、電子入札システムにより提出すること。ただし、やむを得ない事情に

より発注者の承諾を得た場合は、紙入札による入札書を持参すること。

郵送等による提出は認めない。なお、日時を変更する場合もある。日時を変更す

る場合は、電子入札システム又は競争参加資格確認通知書により変更日時を通知す

る。

ア 電子入札システムによる入札の締切は、平成２８年７月１３日１０時００分と

する。

イ 紙入札方式により持参する場合の締切は、平成２８年７月１３日１０時００分

までに中部森林管理局入札室（１階）に持参すること。

ウ 開札は、平成２８年７月１３日１０時３０分に中部森林管理局入札室にて行う。
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エ 紙入札方式による競争入札の執行に当たっては、支出負担行為担当官により競

争参加資格があると確認された旨の通知書の写し及び委任状がある場合は委任状

を持参すること。

６ 暴力団排除に関する誓約事項については、入札説明書に明記する。

７ その他

(1) 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限る。

(2) 入札保証金及び契約保証金

ア 入札保証金 免除

イ 契約保証金 納付(保管金の取扱店 日本銀行長野代理店）

ただし、以下の条件を満たすことにより契約保証金の納付に代えることができ

る。

(ア) 利付き国債の提供(保管有価証券の取扱店 日本銀行長野代理店）

(イ) 金融機関若しくは保証事業会社（公共業務の前払金保証事業に関する法律（昭

和27年法律第184号）第２条第４項に規定する保証会社をいう。）の保証(取扱

官庁 中部森林管理局)

また、公共業務履行保証証券による保証を付した場合又は履行保証保険契約

の締結を行った場合には、契約保証金の納付を免除する。

(3) 入札の無効

本公告に示した競争参加資格のない者が行った入札、技術提案書等に虚偽の記載

をした者が行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。並びに

支出負担行為担当官により競争参加資格のあることを確認された者であっても、開

札の時において指名停止期間中である者等の入札時点において競争参加資格のない

者のした入札は無効とする。

(4) 契約書作成の要否 要

(5) 関連情報を入手するための照会窓口

上記５（1）に同じ。

(6) 一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加

上記２(3)に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も上記４(2)により

技術提案書等を提出することができるが、競争に参加するためには、開札の時にお

いて、当該資格の認定を受け、かつ競争参加資格の確認を受けていなければならな

い。

(7) 技術提案書等の内容のヒアリング

技術提案書等の内容についてのヒアリングは原則として行わない。なお、ヒアリ

ング実施の必要が生じた場合は別途通知する。

(8) 技術提案書に基づく技術提案の採否

技術提案書に基づく技術提案の採否については、電子入札システム又は競争参加

資格確認通知書をもって通知する。
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(9) 本業務は、入札を電子入札システムで行うものであり、詳細については、入札説

明書及び電子入札システム運用基準（平成16年７月 林野庁）による。

(10) 技術提案の履行確実性を評価するために、技術提案に関するヒアリングとは別に、

技術提案の履行確実性に関するヒアリングを実施するとともに、技術提案書とは別

に追加資料の提出を求める場合がある。

なお、ヒアリングに応じない者及び追加資料を提出しない者が行った入札は、入
札に関する条件に違反した入札として無効とする。

(11) 詳細は入札説明書による。

お知らせ

農林水産省の発注事務に関する綱紀保持を目的として、農林水産省発注者綱紀保持

規程（平成19年農林水産省訓令第22号）が制定されました。この規程に基づき、第三

者から不当な働きかけを受けた場合は、その事実をホームページで公表するなどの綱

紀保持対策を実施しています。

詳しくは、当ホームページ

（http://www.rinya.maff.go.jp/chubu/apply/publicsale/keiyaku_info/koukihoji/

index.html） の発注者綱紀保持をご覧ください。



別添１ （様式２）

1

2 中部森林管理局

3

4

競争参加資格確認結果通知書

工 事 名

所 属 事 務 所

入 札 公 告 日

資格確認申請者

林業専用道等　調査設計業務（南信署・木曽署・南木曽支署）

平成28年6月10日

競争参加資格確認結果通知期限日

（株）弘洋コンサルタンツ

長姫調査設計（株）

資格がないと認めた理由

（株）森林テクニクス長野支店

（株）中部森林技術コンサルタンツ長野支店

資格の有無

平成28年7月6日

有

有

有

有





別添３

工事名 林業専用道等　調査設計業務（南信署・木曽署・南木曽支署）

工事場所 長野県 下伊那郡 大鹿村 大河原国有林 2054～2071林班 他
(当初設計)

   中部森林管理局

平成28年度



業務名 林業専用道等　調査設計業務（南信署・木曽署・南木曽支署）

番　号 数　量 単　位 金　　　額 備　　考

１ 1 式 7,187,000

２ 1 式 10,197,000

17,384,000

1,390,720 8%

18,774,720

（備　考）

施業経費集計表

合計

区　　　分

測量業務

調査・設計業務

計

消費税相当額



ＮＯ.１

分　類 金　　　額 備　　考

測量費 直接費 Ａ　直接人件費

Ｂ　材料費

Ｃ　機械経費

Ｄ　　小　計

直接経費 Ｅ　旅費交通費

Ｆ　基地関係費

Ｇ　安全費

Ｈ　労務費

Ｈ　その他

Ｉ

Ｊ （精度管理費・成果検定費）

Ｋ

Ｌ

間接費 諸経費 　間接測量費

Ｍ　一般管理費等   %

Ｎ　　計

Ｏ　測量調査費

Ｐ　計

Ｑ 合　　計

施業経費内訳表

測 量 業 務

区　　　　　　　　分

小　計

技術管理費

小　計

計



ＮＯ.２

分　類 金　　　額 備　　考

設計費 直接費 直接原価 Ａ　直接人件費

Ｂ　労務費

Ｃ　小　計

直接経費 Ｄ　旅費交通費

Ｅ　電子成果品作成費

　　　及び機械器具損料

Ｇ　特許使用料

Ｈ　労務費

Ｉ　小　計

Ｊ

間接費  Ｋ　その他 その他原価

　　　%

Ｍ

Ｎ 合　　計

施業経費内訳表

調 査 ・ 設 計 業 務

区　　　　　　　　分

計

Ｆ　電子計算機使用料

Ｌ　一般管理費等

計


